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税理士　塚本和美

1　小規模宅地等の特例の要件見直し
　小規模宅地等の特例とは、被相続人の親族の生活基盤を保護するた
めに設けられたもので、相続税の計算の際に、被相続人又は被相続人
と生計を一にする親族が居住の用や事業の用に利用していた宅地等に
ついて、一定の要件のもと宅地等の評価額を80％又は50％減額できる
制度です。
　この特例の適用要件について、次の改正が行われました。

❶　持ち家がない別居親族の要件の厳格化
　被相続人の居住の用に供していた宅地等を配偶者や同居親族が相続等により取得すると、一定
の要件のもと、その宅地等の評価額が80％減額されますが、持ち家を持たない別居親族も、被相
続人に配偶者や同居相続人がいない場合に限り、特例の適用を受けることができます。そこで、
この特例の適用を受けようと、既に所有している持ち家を子や孫に贈与したり、親や同族会社に
買い取らせるなどして持ち家がない状況を作りだしているケースがあったため、本来の趣旨に合
うよう適用要件が厳格化されました。平成30年４月１日以後の相続又は遺贈について適用されま
すが、一定の経過措置が用意されています。
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4　その他
　上記のほか、相続税の納税猶予を適用している場合の都市農地の貸付けの特例や特定美術品の相続税の納税猶予制度が創設されています。

　私は甲社を経営している社長です。社長として対外的な活動を行っていると、飲食代や贈答品代等の支出がいろいろと

必要になってきますが、会社が負担したこれらの支出は税務上どのような取扱いになるのでしょうか？

　社長が支出した飲食代や贈答品代等のうち、業務に関連するものを会社が負担した場合は、会社の経費（交際費となる

ものについては損金不算入となる金額が生じる場合があります）として損金に算入することができます。

　一方、業務に関連しないものを会社が負担した場合は、役員給与等として処理することになります。

　なお、役員給与については、毎月定額で支給されるものを除き損金不算入となります。

役員に関する経費の取扱い

【会社の業務のために使用したことが明らかなもの】

　会社の業務のために支出され、領収書等により会社の業務のために使用した事績が明らかなものについては、会社の経費（ただし、交

際費となるものについては損金不算入となる金額が生じる場合があります。）として損金に算入することができ、役員には特に課税問題

は発生しません。

【会社の業務のために使用したことが明らかでないもの】

　会社の業務のために使用したことが明らかでないものを会社が負担した場合は、会社側ではその役員に対する給与として処理すること

になります。

　なお、役員給与については、定期同額給与等に該当するものを除き損金不算入となり、その給与に係る所得税については源泉徴収義務

を負うことになります。 ❷　貸付事業用宅地等には３年規制
　平成30年４月１日以後の相続又は遺贈より、貸付事業用宅地等の範囲から、相続開始前３年以内に貸付事業を開始した宅地等が除外されること
になりました。ただし、相続開始前３年を超えて既に事業的規模で貸付事業を行っている被相続人のその貸付事業の用に供されたものはこの規制
の対象にはなりません。また、平成30年３月31日以前に貸付事業を開始した場合もこの規制の対象にはなりません。

3　外国人の出国後の相続税等の納税義務の見直し
　平成29年度の税制改正において、日本に短期間居住する外国人の相続税及び贈与税の納税義務が緩和されましたが、日本に長期間（10年超）滞
在した外国人が出国後５年以内に行った相続又は贈与については、国内財産だけでなく国外財産にも相続税又は贈与税が課税されることになって
いました。しかし、高度外国人材等の受入れと長期滞在を更に促進する観点から、外国人が出国後に行った相続又は贈与については、国外財産に
は相続税又は贈与税は課税しないこととされました。ただし、出国から２年以内に再び日本に住所を移した場合には、出国後に行った国外財産の
贈与に贈与税が課税されます。この改正は、平成30年４月１日以後の相続若しくは遺贈又は贈与について適用されます。

2　一般社団法人等を利用した課税逃れ対策の強化
　持分のない一般社団法人・一般財団法人に財産を移転することによる相続税の課税
逃れを防止するため、特定一般社団法人等の理事（理事でなくなった日から５年を経
過していない者を含む）が死亡した場合、その特定一般社団法人等が遺贈により財産
を取得したものとみなして相続税が課税されることになりました。
　この改正は、平成30年４月１日以後の理事の死亡に係る相続税について適用されま
す。ただし、同日前に設立された一般社団法人等については平成33年（2021年）４月
１日以後の理事の死亡について適用され、また、平成30年３月31日以前の期間は、特
定一般社団法人等に該当するかどうかを判定する「相続開始前５年以内のうち３年以
上の期間において同族理事の数が理事の総数の２分の１超」の期間に含まれません。
　また、従来より、一般社団法人等に対し財産の贈与又は遺贈があった場合において、親族などの贈与税又は相続税の負担が不当に減少する結果
になると認められるときは贈与税又は相続税が課税されることになっていますが、この不当減少要件について明確化されました。

主な区分と減額内容
宅　地　等 減額割合 適用面積の上限

特　定　居　住　用 80％ 330㎡
特　定　事　業　用 80％ 400㎡
特定同族会社事業用 80％ 400㎡
貸　付　事　業　用 50％ 200㎡

特定居住用の要件
区分

被相続人の居住用

取得者
配偶者
同居親族

別居親族

改　正　前
要件なし

相続税の申告期限まで所有・居住を継続していること
①　相続税の申告期限まで所有を継続していること
②　被相続人に配偶者・同居相続人がいないこと
③　相続開始前３年以内に次の者が所有する国内にある
　家屋に居住したことがないこと
　　・自己又は自己の配偶者

改　正　後
左記と同じ
左記と同じ

①　左記と同じ
②　左記と同じ
③　相続開始前３年以内に次の者が所有する国内にある
　家屋に居住したことがないこと
　　・自己又は自己の配偶者
　　・自己の３親等内の親族
　　・自己と特別の関係にある一定の法人
④　相続開始時において居住の用に供していた家屋を過
　去に所有していたことがないこと
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（会社は源泉徴収義務）

会社の法人税の取扱い 役員の所得税の取扱い

対象となる特定一般社団法人等

次のいずれかに該当する一般社団法人又は一般財団法人
①　相続開始直前の同族理事の数が理事の総数の２分の１超
②　相続開始前５年以内のうち３年以上の期間において同族
理事の数が理事の総数の２分の１超

遺贈があったものとされる金額

特定一般社団法人等の純資産額÷同族理事の数（被相続人含む）


